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視点

　「世界最先端IT国家創造宣言」が2013年 6

月に閣議決定された。これは安倍内閣の新た

なIT戦略であり、世界最高水準のIT利活用

社会の実現と、その成果の国際展開を目指し

たものである。“アベノミクス” の基本方針

は「大胆な金融政策」「機動的な財政政策」「民

間投資を喚起する成長戦略」という “ 3本の

矢” で構成されるが、成長戦略の最も重要な

柱の 1つがこの新たなIT戦略である。

　これまでの日本のIT戦略を振り返ると、

2001年に「高度情報通信ネットワーク社会推

進本部」（IT戦略本部）が設置され「e-Japan

戦略」が実行に移された結果、ブロードバン

ドインフラが整備されてインフラ面では世界

最高水準となった。しかし、その後もIT利

活用を目的とする戦略が次々と打ち出された

にもかかわらず、十分な成果は出ていない。

　国際的に見ても日本のIT競争力は低下

傾向にある。国際電気通信連合（ITU）の

「ICT開発指数」では12位（2012年）、世界経

済フォーラム（WEF）の「ICT競争力ランキ

ング」と国連の「電子政府発展指数」ではと

もに18位（2012年。総務省「平成24年版情報

通信白書」）という状況である。このような

現状を打破すべく、世界最高水準のIT社会

の実現に向けて策定されたのが「世界最先端

IT国家創造宣言」である。

　この宣言で、目指すべき姿の 1つとされて

いるのが、「革新的な新産業・新サービスの

創出と全産業の成長を促進する社会の実現」

である。そのための取り組みの中に 2つのオ

ープン化が盛り込まれている。「オープンデ

ータの推進」と「オープンイノベーションの

推進」である。

　「オープンデータ」とは、公的機関が保有

する各種データをポータルサイトで公開し、

民間が自由に加工・分析して新サービスや新

ビジネスに活用できるようにするというもの

である。例えば、交通事故の発生状況に関す

るデータを使った事故抑制のためのナビゲー

ションサービス、住居表示・地番と地図情報

を使った不動産情報提供サービス、公共イン

フラの保全情報を使った設備リニューアル予

測などが挙げられる。

　2013年 5月には「行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する

法律」（番号法）が成立し、「社会保障・税番

号制度」の導入が正式に決まった。当面、「個

人番号」の利用範囲は限定されるが、プライ

バシー保護を前提にした民間における番号の

活用が大いに期待されている。

　自社が保有するデータと公共データを組み

合わせて分析し活用することによる新たなサ

ービスの拡大も期待される。ただし、売り上

げや利益の拡大をもたらす上手なデータ活用

となると、抜きんでた知恵が必要であろう。

ビジネスにつながるアイデア、先見性があり

差別化できるアイデアを、いかに他に先んじ

て生み出せるかが鍵と言えよう。昨今はビッ

オープン化の進展とその活用

レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
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グデータのビジネス展開への関心が高まって

いる。公共データがそのリソースに加わるこ

とで、優れたアイデアが生まれやすくなるも

のと期待される。

　「オープンイノベーション」とは、自前主

義をやめ、業種や業態の異なる他企業の技術

も取り入れて、革新的なビジネスモデルを創

出しようというものである。宣言では、これ

を実現するために、事業化までに必要な資金

を提供する仲介機能を強化し、有能な人材が

活躍できる研究開発環境や専門家の支援環境

を整備することなどがうたわれている。

　イノベーション創出の鍵は、やはり人材の

確保と育成であろう。そのためには、独創的

で一風変わった視点でビジネスを生み出せる

人の育成と、「一度失敗したら終わり」では

なく何度もチャレンジできる社会風土や支援

環境が必要ということだ。人材の確保と育成

は企業内においても重要であるが、挑戦でき

る制度や風土があるか、一風変わった人材が

活躍できる場を継続的に与えられるかなど課

題が多い。企業内の組織や制度の整備と、社

員の意識改革の取り組みはもちろん大切だ

が、成果が出るまで待つという経営者の姿勢

も必要であろう。

　IT業界は過去に 2つのオープン化の波に

見舞われた。1990年代の「オープンシステム

化」と2000年代の「オープンソース導入」で

ある。オープンシステム化は、メインフレー

ム（大型汎用コンピュータ）やオフコン（事

務処理専用のコンピュータ）といったベンダ

ー独自のシステム構成から、特定のベンダー

に依存しない（相互運用性の高い）クライア

ントサーバー型のシステム構成に切り替える

動きであった。オープンソース導入は、ベン

ダーが提供する有償ソフトウェアの代わり

に、ソースコードが公開され利用者がそれ

を改変できるオープンソースソフトウェア

（OSS）を採用するということである。

　この 2つは、ともに特定ベンダーに縛られ

ることを排除し、かつ大幅なコスト削減を図

るための取り組みであった。ここ数年は「ク

ラウド」という 3つ目のオープン化が進展し

ている。廉価なクラウド基盤の導入や、外部

のクラウドサービスの活用により、新業務や

新サービスに対応するシステム構築が迅速に

なり、また初期コストを最低限に抑えつつ、

業務量の増減に合わせてシステムの規模を調

節すること（変動コスト化）もできるように

なった。

　クラウドの導入は、情報システムの維持要

員の削減にもつながるので、自社の新たなサ

ービスの創出やビジネス拡大案件に人的リソ

ースを振り向けられるという利点も大きい。

クラウド＆ビッグデータの活用は、情報シス

テム部門の風土改善と人材育成を推進する好

機であり、ITを活用したイノベーションの

展開が大いに期待できよう。 ■

野村総合研究所
理事
稲月　修（いなつきおさむ）
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始まったOSSアプリケーションの活用
─注目される理由と導入に当たっての注意点─

　オープンソースソフトウェア（OSS）は、OS（基本ソフト）やミドルウェア領域で広く

普及しているが、近年はERP（統合基幹業務システム）をはじめ業務アプリケーションの分

野でも優れたソフトウェアが登場している。本稿では、業務アプリケーション分野のOSS

（OSSアプリケーション）について、そのメリットや導入時の注意点などについて解説する。

広く普及したOSS

　商用ソフトウェアのソースコード（プログ

ラミング言語で記述されたコンピュータプロ

グラム）は、開発元企業の企業秘密であり

公開されることはない。これに対して、ソー

スコードがインターネットなどで公開されて

いるソフトウェアがOSSである。多くのOSS

は、有志のソフトウェアエンジニアが趣味や

研究目的で開発したソフトウェアを無償で公

開したものを起源にしている（このほか、企

業が開発したソフトウェアをOSSとして無償

公開しているものもある）。

　図 1に、OSSの適用領域と各領域の製品を

示す。OSSの導入はまずOSから始まり、そ

の後、Webサーバーやアプリケーションサー

バー、データベースといったミドルウェア領

域にも普及していった。OSの「Linux」、ア

プリケーションサーバーの「Tomcat」、デー

タベースの「PostgreSQL」などはよく知ら

れたOSSである。スマートフォンやタブレッ

ト端末のOSである「Android」、クラウド基

盤ソフトウェアの「OpenStack」、ビッグデ

ータの分散処理フレームワークの「Hadoop」

も近年よく使われているOSSである。

　OSSには次のようなメリットがある。

①無償で使用できるものが多い。

② 高品質のものも多く、自社開発よりリスク

を低減できることがある。

③ ソースコードが多くの技術者の目に触れる

ため不具合が発見されやすい。

④ 利用者はダウンロードしてすぐに試すこと

ができる。

⑤ 自社の要件に合わせて柔軟にカスタマイズ

できる。

　OSSはこれらのメリットによって着実に普

及してきた。今では企業の情報システムに欠

かせない存在となり、さまざまな分野で利用

されている。

OSSの業務アプリケーション

　最近は、業務アプリケーションの領域でも

優れたOSSが登場し、企業への導入が始まり

つつある。

　代表的なOSSアプリケーションで、野村総

合研究所（NRI）への問い合わせが多いのは

以下の製品である。

①ERPシステム：「iDempiere」

②ドキュメント管理システム：「Alfresco」

③サービスデスクシステム：「OTRS」

レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
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④統合ID管理システム：「OpenIDM」

　本稿以降の特集の各論文では、これらにつ

いてそれぞれ解説している。

OSSアプリケーションが注目される理由

　OSSアプリケーションは、この 2～ 3年の

間で検討フェーズから導入フェーズに移りつ

つある。ここでは、企業が導入を進める理由

や背景について確認しておきたい。

（1）ソフトウェアコストの削減

　商用の業務アプリケーションの多くは、ラ

イセンス費用や保守サポート費用について、

ユーザー数に応じた価格体系を採用してい

る。そのため、従業員が多い企業ほどコスト

が高くなる。

　これに対してOSSアプリケーションは、初

期費用は無料であり、保守サポート費用（年

間利用許諾料を含むケースもある）はサーバ

ーの台数やCPU（中央演算処理装置）の数

によって決まることが多い。NRIの経験によ

ると、従業員（利用者数）が数百～千人を超

えるとOSSのコストメリットが明確になる。

当然ながら、従業員が数千名、数万名の企業

は大きなコストメリットを得られる。

　最近は多くの企業が海外市場に進出してお

り、それに伴って海外拠点における情報シス

テムの整備も急速に進んでいる。このような

ケースでは、従来は拠点ごとに独自にシステ

ムを構築することが多かったが、最近では、

情報共有、サプライチェーンの最適化、内部

統制などをグローバル規模で一元化するため

に、グローバルに統一した情報システムを構

築することが多くなっている。この場合、ユ

ーザー数が膨れ上がることから、コスト面で

有利なOSSアプリケーションを採用するケー

スが増えている。

　国内に限っても、近年ではグループ全体で

情報共有や内部統制を考える企業が増えお

り、ユーザー数の観点からOSSアプリケーシ
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（2）グローバル化への対応

　情報システムのグローバル化に対応して

OSSアプリケーションを導入することには、

コスト面だけでなく言語や通貨の面での対応

という意味でもメリットがある。よく知ら

れたOSSは主要言語や主要通貨に対応してお

り、NRIの導入支援の事例でも、グローバル

システムでERPや統合ID管理などのOSSア

プリケーションを導入するケースは多い。

（3）自社業務への適合容易性

　従来、業務アプリケーションの導入を成功

させるための定石は「業務をアプリケーショ

ンに合わせる」ことであった。しかし、高度

に洗練された業務プロセスを変更せざるを得

なくなって現場が混乱するケースや、商用製

品に対して無理やりカスタマイズやアドオン

開発を行ってコストが増大するケースが少な

くなかった。

　OSSアプリケーションは、これとは逆に

「アプリケーションを業務に合わせる」とい

うアプローチが容易である。確かに、OSSア

プリケーションは商用製品と比較して機能面

で劣ることも多い。しかしその場合でも、シ

ンプルな中核機能を使いながら、OSSのメリ

ットを生かして業務に合わせたカスタマイズ

やアドオン開発をすることで、その企業にマ

ッチした情報システムを実現することが可能

である。他社と差別化できる強い業務プロセ

スを持っている企業は、その強みを損なうこ

となくコスト面のメリットを享受することが

可能となる。

OSSアプリケーション導入時の注意点

　OSSアプリケーションの導入に当たって

は、以下の点に注意する必要がある。

（1）オープンソースライセンス

　OSSは多くの場合は無償で利用できるが、

オープンソースライセンス（使用許諾条件）

があり、これを順守しなくてはならない。ほ

とんどのオープンソースライセンスは、派生

ソフトウェアの配布に当たってはソースコー

ドの公開を義務付けている（元のOSSと同じ

ライセンスでの再配布を求めている）。その

ため、「企業がOSSをカスタマイズした場合

に、公開によって企業のノウハウが流出して

しまうのではないか」といった懸念の声が聞

かれることがある。しかし、ほとんどの場合、

そのような公開義務が生じるのはソフトウェ

アを第三者に提供する場合である。カスタマ

イズしたOSSを製品として販売せず、自社で

使用する限りにおいては公開の義務は生じな

い。オープンソースライセンスについて理解

しておく必要はあるが、自社での利用の場合

はそれほど神経質になる必要はない。

（2）保守サポート

　OSSは一般に開発元からの保守サポートサ

ービスが提供されないことは留意しておく必

要がある。そのためシステムインテグレータ

ーなどが提供している有償の保守サポートサ

ービスの利用を検討すべきであろう。NRIも

特　集
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「OpenStandia」（オープンスタンディア）の

名称でOSSの保守サポートサービスを提供し

ている。

　OSの「Linux」やミドルウェアの「Tomcat」

などは、開発者や利用者（オープンソースコ

ミュニティー）の人数が多く、インターネッ

ト上でも情報が豊富にあるため、有償の保守

サポートサービスを利用しなくてもユーザ

ー企業が自力で保守できる場合もある。しか

し、OSSアプリケーションの場合はコミュニ

ティーの規模が小さいケースがあり、インタ

ーネットなどでは十分な情報が得られないこ

とも多いため、有償のサポートサービスを利

用することをお勧めしたい。

（3）バージョンアップとサポート

　OSSアプリケーションをカスタマイズした

場合に、バージョンアップをどうするかとい

った課題がある。商用製品と同様、カスタマ

イズしたソフトウェアはバージョンアップが

困難になる。これに対しては 2つの選択肢が

ある。

　1つは、「カスタマイズしない」ことであ

る。「Alfresco」などは、大幅なカスタマイ

ズをしなくても、パラメーターの設定などソ

フトウェアの機能の中で業務に合わせた活用

が可能である。そのようなOSSアプリケーシ

ョンはカスタマイズしないで利用することを

お勧めする。カスタマイズをしていなければ

バージョンアップは容易である。

　もう 1つは、「導入時のバージョンを長期

間利用しバージョンアップを行わない」こと

である。「iDempiere」などは、自社業務に

適合させるためのカスタマイズの容易さが大

きな特徴の 1つである。カスタマイズしても

バージョンアップは可能だが、単純なパッチ

（修正プログラム）適用であってもテストは

必須で、その負荷やコストは多大になる。そ

のため、あえて「バージョンアップしない」

という選択は有効なのである。

　ただし、セキュリティ問題への対応や、古

いバージョンに対するサポートが必要な場合

は、有償のサポートサービスを利用すること

をお勧めしたい。これによって、古いバージ

ョンを使っていてセキュリティ上の問題点が

発見された場合などに、現バージョンに対す

るパッチを、使っている古いバージョンに適

用してもらうことが可能となる。

存在感を増すOSSアプリケーション

　OSSアプリケーションは、前述のようにい

くつか注意を要する点もあるが、大きなコス

トメリット、自社業務への適合性（カスタマ

イズの容易さ）、情報システムの長期間にわ

たる継続利用など、通常の商用製品にはない

大きな魅力がある。また、デメリットの多く

は有償サポートサービスの活用により回避す

ることが可能になってきた。今後は、業務ア

プリケーション領域におけるOSSアプリケー

ションの存在感はますます大きくなっていく

であろう。 ■
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特　集　［OSSアプリケーションパッケージの活用］

　オープンソースソフトウェア（OSS）は、今や業務アプリケーションの領域にも進出し、

経営を支える重要システムであるERP（統合基幹業務システム）の製品まで現れた。本稿で

は、OSSのERPパッケージ「iDempiere」（アイデンピエレ）を紹介し、「無料で使えるOSS」

はERPではどの程度 “使える” ものなのか、事例を交えて解説する。

充実した機能を持つ「iDempiere」

　「iDempiere」は標準機能として販売管理、

在庫管理、購買管理、会計管理（財務会計、

管理会計）、生産管理、顧客管理などの業務

機能を備えており、人事給与管理もプラグイ

ンとして提供されている。またグローバル対

応も充実しており、多言語対応、多通貨対応

はもちろん、複数の会計基準を処理できるよ

うに複数の会計帳簿を作成できるようになっ

ている。SaaS（Software as a Service）など

のWebアプリケーション（ネットワークを

通じて利用するソフトウェア）として利用す

ることが可能で、クラウド基盤での運用も問

題ない。権限管理やログ管理などセキュリテ

ィ機能も備わっている。

　これらの機能は「iDempiere」の機能の一

部であり、「iDempiere」はOSSでありなが

らERPとして必要とされる要素をひととおり

備えている。誌面の制約から機能の詳細な説

明はできないが、業務機能という面で評価す

るならば、販売管理、購買管理、在庫管理、

会計管理については機能的にも充実してお

り、導入実績も多いことから “使える” レベ

ルに達していると言ってよいであろう。

足りない部分もある「iDempiere」

　一方で、まだあまり “使えない” 機能もあ

る。例えば生産管理について言えば、会計面

に焦点を当てた機能であり、実際に使用する

際には多くの追加開発が必要であろう。また

人事給与管理については、日本企業の慣習に

どれほど適合できるか検証できていない。

　このように、「iDempiere」はERPとして

必要とされる要素が備わっている一方で、足

りない機能もある。大手の商用ERPパッケー

ジと「iDempiere」を標準で提供している業

務機能で比較すれば、大手商用ERPパッケー

ジに軍配が上がるだろう。しかし、だからと

いって「iDempiere」は “使えない” と切り

捨ててしまうのは早計である。「iDempiere」

の魅力は、標準で提供している業務機能とは

別のところにあるからである。

開発基盤としての「iDempiere」

　筆者は、「iDempiere」の魅力は業務アプ

リケーションの開発基盤と言うべきアーキテ

クチャーにあると考えている。なぜそこに

「iDempiere」の魅力があるのかを説明する

前に、「iDempiere」と商用ERPパッケージ

OSSのERP「iDempiere」はどこまで使えるか
─アプリケーション開発基盤としての魅力─
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のカスタマイズ手法の違いについて触れてお

きたい。

（1）カスタマイズの方法

　まず、業務アプリケーションのカスタマイ

ズの方法には次の 3つがある。

① コンフィグレーション設定（パラメーター

の設定だけで行えるカスタマイズ）

② アドオン開発（標準機能のソースコードを

修正することなく、追加開発することによ

って機能を拡張するカスタマイズ）

③ モディフィケーション（標準機能のソース

コードを修正して行うカスタマイズ）

　商用ERPパッケージを使用する場合は、コ

ンフィグレーション設定とアドオン開発によ

るカスタマイズが主で、モディフィケーショ

ンはパッケージベンダーのサポート対象外と

されるため通常は行われないであろう。

　「iDempiere」では、コンフィグレーショ

ン設定、アドオン開発、モディフィケーショ

ンのいずれのカスタマイズも可能である。た

だし、モディフィケーションによるカスタマ

イズを行う場合は、保守（保障）やバージョ

ンアップへの対応が問題になるだろう。それ

については後で述べることにして、以下で

は業務アプリケーション開発基盤としての

「iDempiere」の魅力について説明したい。

（2）「iDempiere」におけるカスタマイズ

　まず、コンフィグレーション設定によるカ

スタマイズに関しては「iDempiere」も商用

ERPパッケージと同様である。

　コンフィグレーション設定によるカスタ

マイズの中心に、アプリケーション辞書

（Application Dictionary）と呼ばれる機能が

あり、ユーザーが操作する入力画面やレポー

ト類などは、アプリケーション辞書のパラメ

ーター設定だけで、きめ細かく柔軟なカスタ

マイズが可能である。

　「iDempiere」の大きな特徴がアドオン開

発である。「iDempiere」は業務アプリケー

ションでありながら、ソフトウェア統合開発

環境の「Eclipse 3.0」以降でも採用されてい

るOSGiの仕様を取り込んだアーキテクチャ

ーとなっている。OSGiは、プラグイン（Java

モジュール）の動的追加や実行を管理する

ためのフレームワークである。これは他の

ERP製品にはない「iDempiere」の特徴であ

る。実は、もともと「iDempiere」は前身の

「ADempiere」にOSGiのアドオンアーキテク

チャーを実装したものなのである。

（3）開発基盤としての活用

　OSGiのアーキテクチャーにより、開発者

はユーザー企業特有の業務処理をアドオンと

して追加開発することができる。開発は比較

的容易で、開発生産性が高く、なおかつ既存

の機能に対する品質低下を最小限に抑えるこ

とができる。

　標準機能として実装されている業務機能

も、すべてアプリケーション辞書の定義をベ

ースに、業務処理に関する部分をアドオンモ

ジュールとして開発したものである。このた
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情報技術本部
オープンソースソリューション推進室
上級テクニカルエンジニア
保田和彦（やすだかずひこ）
専門は方式設計、OSS全般に関するコンサル
ティング
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め、標準機能であっても、アドオンの単位で

モディフィケーションを行うことにより、品

質低下を抑えたカスタマイズが可能なのであ

る。すなわち、「iDempiere」は業務アプリ

ケーションの開発基盤として “使える” と言

ってよい。従って、足りない機能があること

自体は、「iDempiere」にとって大きな問題

ではない。

　少し先の話であるが、「iDempiere-App 

Store」なるWebサイトが開設されるといわ

れている。そこでは、世界中の開発者によっ

て「iDempiere」のプラグインとして開発さ

れた無料・有料の業務アプリケーションが公

開され、ユーザーは自社の業務にマッチした

機能をダウンロードし、気軽に試し、導入す

ることができるようになると思われる。現時

点ではプラグインの数はそろっていない。し

かし、このようなプラグインによる機能拡張

は「iDempiere」の可能性を大きく広げるこ

とは間違いない。

「iDempiere」活用のポイント

　「iDempiere」が標準で備えている業務機

能や、「iDempiere」の魅力について解説し

てきたが、ここでは現段階で「iDempiere」

の導入効果が期待できる領域や活用方法につ

いて考えたい。

（1）効果が期待できる業態

　上記のように、「iDempiere」は現段階で

はまだ足りない機能があり、プラグインも充

実していない。では「iDempiere」の導入効

果はどのよう点で期待できるのだろうか。

　導入効果が期待できるということは、低コ

ストで導入できるということであり、なおか

つ追加開発が少なくて済むということであろ

う。卸売業やサービス業などは、販売管理、

在庫管理、購買管理、会計管理が中心となり、

「iDempiere」の中でも機能が充実している

部分であることから、一般にカスタマイズ工

数が抑えられ、導入効果が高いと言える。小

売業についても、POS（販売時点情報管理）

との連携などに気を配る必要はあるものの、

導入効果が期待できるであろう。

（2）スモールスタート

　一方で、業態を問わず適用手法というアプ

ローチで検討してみると、活用できる部分だ

けを利用するという手法が浮かび上がる。実

際に、初めは “つまみ食い” 的にスモールス

タートし、少しずつ利用範囲を広げていく導

入事例も多い。商用ERPパッケージでは高額

なライセンス費を支払う必要があるために難

しいが、「iDempiere」であれば、会計など

は後からでも導入できるように考えられてい

るため、スモールスタートが容易である。

（3）“2層ERP”としての活用

　現在、最も注目される「iDempiere」の

活用方法はグローバルな領域での活用であ

る。日本では大手企業のERPパッケージの

導入はほぼ終わったといわれている。しか

し、大手企業でも海外の子会社や販売会社に

特　集
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は後からでも導入できるように考えられてい

るため、スモールスタートが容易である。
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活用方法はグローバルな領域での活用であ

る。日本では大手企業のERPパッケージの

導入はほぼ終わったといわれている。しか
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まで高額なERPパッケージを導入できないで

いるケースがある。このようなケースでは、

「iDempiere」を活用して海外拠点用のテン

プレート（ひな型）を作成し、地域ごとに展

開していくことが有効である。導入テンプレ

ートを作成しておくことにより、業務が標準

化され、スピーディーな海外展開が可能にな

る。クラウドサービスを活用すれば、ハード

ウェアの初期投資をゼロに抑えられるといっ

た効果も期待できる。

　このように、日本の本社の高価なERPと海

外拠点の低価格のERPを連動させるERPの使

い方を “ 2層ERP” と呼び、低価格帯のERP

の販売を広げようという動きが見られる。

「iDempiere」のグローバル対応は充実して

いるので、この “ 2層ERP” と呼ばれる活用

領域は注目すべきであろう。

「iDempiere」の“カスタマイズ力”

　「iDempiere」の導入効果を高めるために

は、これまで述べてきたように、その “カス

タマイズ力” を最大限に利用することが最

も有効であろう。しかしながら、カスタマイ

ズは改修箇所の特定や品質面でのリスクを負

う。商用ERPパッケージでユーザーがモディ

フィケーションを許されないのは、製品ベン

ダーに全責任を負うことを約束してもらうた

めの代償と言える。

　一方で「iDempiere」はすでに述べたよう

に業務アプリケーションの開発基盤という

性格を持っている。すなわち、「iDempiere」

が採用するOSGiのアーキテクチャーは、カ

スタマイズ部分のプラグインモジュールをア

ドオンとして分離することを可能にしてい

る。最近のWebアプリケーションであれば、

多かれ少なかれOSSのフレームワークやライ

ブラリーを使用しているであろう。それらと

「iDempiere」は同じである。独自アドオン

モジュールをアプリケーションと同じ観点で

保守し、コア機能には手を入れないで利用で

きるわけである。

　野村総合研究所（NRI）が提供するOSS

の統合業務システム「OpenStandia/Biz」で

は、このようなアドオン開発やコア機能のモ

ディフィケーションを実施し、それを顧客企

業のオリジナルのバージョンとして、有償で

の長期サポートを可能にしている。こうした

有償のサポートサービスでは、ぜい弱性やバ

グなどが発見された場合に、サービスベンダ

ーがパッチを作成して適用することも可能で

ある。先に、モディフィケーションによるカ

スタマイズを行う場合に、保守（保障）やバ

ージョンアップへの対応が問題になることを

述べたが、有償のサポートサービスはそれら

の問題を回避するために有効である。

　OSSのERPアプリケーションは、まだ導入

事例がそれほど多くないことから評価が定ま

っていないが、さまざまな可能性を持ち、こ

れから発展が期待される分野である。本稿が

導入検討のきっかけになれば幸いである。 ■
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特　集　［OSSアプリケーションパッケージの活用］

OSSのECMソフトウェア「Alfresco」
─高度な機能と多様なコラボレーション─

　昨今、ECM（エンタープライズコンテンツマネジメント）ソフトウェアを用いて、企業が

多く保有する構造化されていないデータを管理できるようにする取り組みが多く見られる。

本稿では、ECMソフトウェアの概要と、オープンソースソフトウェア（OSS）で利用例の多

い「Alfresco」（アルフレスコ）について解説する。

高度化するECMソフトウェアへの要求

　ECMは、企業が保有している構造化され

ていないデータや文書を収集・管理・蓄積・

保護・配布するための技術、ツール、手法で

ある。また、ECMソフトウェアに求められ

る基本機能は情報の「記録・蓄積」「管理」「検

索」「配布」の 4つである。

　近年では、データや文書の記録・蓄積のあ

り方が、品質管理およびそのための業務のチ

ェックプロセスの増加という観点から重要に

なっており、スマートデバイスやクラウドサ

ービスなどの新しい技術の登場によって、従

来にないタイミングや方法での記録・蓄積

も必要になってきている。また、企業にとっ

ては、蓄積されたデータ・文書を活用するた

めのコラボレーション（協同作業）も重要

な課題となっている。このような背景から、

ECMソフトウェアには、より高度な機能が

求められるようになっている。

オープンソースのECMソフトウェア

　ECMソフトウェアにもOSSが利用される

ようになっている。よく知られているのが、

Alfresco Software社の「Alfresco」である。

Alfresco Software社は、代表的なコンテンツ

管理ソリューションの 1つ「Documentum」

の開発元であるDocumentum社（現EMC 

社）の共同創立者の 1人で、コンテンツ管理

ソフトウェアの分野で大きな影響力を持つと

いわれるJohn Newtonが2005年に設立した会

社である。

　「Alfresco」は豊富な機能を持ち、可用

性、拡張性に優れたECMソフトウェアであ

り、欧州司法裁判所、英国国防省、NASA

（米国航空宇宙局）などの欧米の公的機関

のほか、日本の野村證券、シグマクシスを

含む世界の 3千社以上の企業で採用されて

いる。「Alfresco」は、米国国防総省が定

め、国立公文書館記録管理局（NARA）な

ど米国の政府機関が推奨する文書管理の基準

「DoD5015.2」を取得している唯一のOSSで

もある。当然、NARAのガイドラインであ

る「機密指定」「アクセス制限」「機密解除」

などの基準をクリアしている。

　「Alfresco」は基本的なECM機能を持つほ

か、次のような特徴を持っている。

①低コスト

　ライセンス費用が不要で、CPU（中央演

算処理装置）単位の「年間サポート＋使用
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権」を購入するだけで使用できる。

②クラウド連携

　クラウドサービスを介して外部や企業間の

連携が可能である。VPN（仮想プライベー

トネットワーク）のような特別な工事をしな

くても、クラウドコンテンツ管理ソフトウェ

ア「Alfresco in the Cloud」上でコンテンツ

を同期させることで、企業や組織間でワーク

フローや情報の共有を実現できる。

③スマートデバイス連携

　スマートフォンなどのOS（基本ソフト）

であるiOSやAndroid用の「Alfresco」アプ

リケーションを利用して、スマートデバイス

から「Alfresco」のコンテンツの閲覧やワー

クフローの利用ができる。

④多様なコラボレーション

　CIFS（Common Internet File Systemや

WebDAV（Web-based Distributed Authoring 

and Versioning）といったプロトコルに対応

し、一般的なファイル共有のほかネットワー

クを介したファイル共有・管理も可能であ

る。また、SAP社のERP（統合基幹業務シス

テム）、Salesforce.com社のSFA（営業支援

システム）やCRM（顧客関係管理システム）、

Microsoft社の「SharePoint」（ドキュメン

ト管理プラットフォーム）、「LotusNotes/

Domino」（コラボレーションプラットフ

ォ ー ム ）、FacebookやTwitterな ど のSNS

（ソーシャルネットワーキングサービス）、

Amazon S3（クラウドストレージサービス）

などとの多様な連携が可能である。

　カスタマイズが容易というOSSの特長を生

かし、「Alfresco」をカスタマイズして、従

来は個別に保存していた各業務のドキュメン

トに対して、SFAやERPなどと関連を付け

て一元管理するといった利用方法も広がって

きている（図 1参照）。

「Alfresco」は有力な選択肢

　昨今、スマートデバイスの業務利用やBPO

（ビジネスプロセスアウトソーシング）の進

展に見られるように、ワークスタイルの変化

が進んでいる。そうしたなかで、構造化され

たデータと構造化されていないデータとの連

携や、文書管理のISO規格（ISO 9001、ISO 

14001）の改定（2015年に予定）への対応な

ど、文書管理をめぐるさまざまな課題も出て

くる。野村総合研究所（NRI）はこれまでさ

まざまな文書管理システムの構築経験を持つ

が、顧客のニーズによっては「Alfresco」は

有力な選択肢の 1つと考えている。 ■

野村総合研究所
情報技術本部
オープンソースソリューション推進室
上級システムエンジニア
東野孝也（ひがしのたかや）
専門は業務システムの設計・開発、システム
運用、製品企画

図１　SFA・ERP・ECMの連携
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　昨今、システムの安定稼働のために日々のシステム運用で発生する障害・問題に対処する

ヘルプデスクは、従来の業務に加えて、利用者とのコミュニケーションを軸に「ビジネスの

サポート」も行うサービスデスクへと変化しつつある。本稿では、サービスデスク向けのオ

ープンソースソフトウェア（OSS）「OTRS」とその活用例を紹介する。

高度化するヘルプデスクへの要求

　従来のヘルプデスクは、運用中のシステム

にインシデント（障害や問題）が発生してか

ら対処（復旧）する “リアクティブ”（受け

身的）な活動であるため、利用者の満足度を

向上させることが難しいという面があった。

そこで利用者とのコミュニケーションを重視

して、さらなるサービス向上を目指そうとい

うのがサービスデスクである。

　サービスデスクは、達成すべきサービスレ

ベルを定義し、サービスの品質分析や満足度

調査、ナレッジの共有やFAQ（よくある質

問と回答を参照できるようにまとめたもの）

の公開、インシデント対応状況の情報連携な

どを行う。この “プロアクティブ”（率先的）

な活動が注目され、サービスデスクシステム

導入のニーズが高まっている。

OSSのサービスデスクシステム

　「OTRS（Open-source Ticket Request 

System）」は、32カ国語に対応したサービス

デスク向けソフトウェアで、ヘルプデスク管

理、サービス品質分析、FAQ、アンケート

調査、iOS用アプリなどの機能を持つ。OSS

でありながら、ITIL（ITサービスマネジメ

ントに関する体系的なガイドライン）の認証

プログラムである「PinkVERIFY」において

6つのプロセスで認証を取得している。

　図 1に「OTRS」を利用したサービスデス

クのイメージを示す。メール、電話、Web

ページの 3種類の受け付けインターフェース

があり、各リクエストは新規チケットとして

キューに蓄積される。蓄積された新規チケッ

トに対して、受け付け担当者が重要度やカテ

ゴリーなどを付与し、回答またはエスカレー

ション（対応要請）する。キューで受け付け

たリクエストに対する自動応答機能も標準で

提供している。

　回答に際して、サービスレベルを順守する

ための警告機能も備えており、サービス窓口

として利用する場合などに利用者満足度の向

上が期待できる。また、サービスの状況確認、

履歴トレース、統計・分析レポートなどの機

能によって問い合わせの傾向分析が可能とな

り、利用者のニーズや商品・サービスの課題

を可視化することができる。

　よくある問い合わせについてはFAQを生

成して公開できる。さらに、利用者へのアン

ケート機能により顧客満足度を把握すること

特　集　［OSSアプリケーションパッケージの活用］

ヘルプデスクからサービスデスクへ
─OSSのサービスデスクシステム「OTRS」─

レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
Copyright © 2013 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.



2013年11月号16

　昨今、システムの安定稼働のために日々のシステム運用で発生する障害・問題に対処する

ヘルプデスクは、従来の業務に加えて、利用者とのコミュニケーションを軸に「ビジネスの

サポート」も行うサービスデスクへと変化しつつある。本稿では、サービスデスク向けのオ

ープンソースソフトウェア（OSS）「OTRS」とその活用例を紹介する。

高度化するヘルプデスクへの要求

　従来のヘルプデスクは、運用中のシステム

にインシデント（障害や問題）が発生してか

ら対処（復旧）する “リアクティブ”（受け

身的）な活動であるため、利用者の満足度を

向上させることが難しいという面があった。

そこで利用者とのコミュニケーションを重視

して、さらなるサービス向上を目指そうとい

うのがサービスデスクである。

　サービスデスクは、達成すべきサービスレ

ベルを定義し、サービスの品質分析や満足度

調査、ナレッジの共有やFAQ（よくある質

問と回答を参照できるようにまとめたもの）

の公開、インシデント対応状況の情報連携な

どを行う。この “プロアクティブ”（率先的）

な活動が注目され、サービスデスクシステム

導入のニーズが高まっている。

OSSのサービスデスクシステム

　「OTRS（Open-source Ticket Request 

System）」は、32カ国語に対応したサービス

デスク向けソフトウェアで、ヘルプデスク管

理、サービス品質分析、FAQ、アンケート

調査、iOS用アプリなどの機能を持つ。OSS

でありながら、ITIL（ITサービスマネジメ

ントに関する体系的なガイドライン）の認証

プログラムである「PinkVERIFY」において

6つのプロセスで認証を取得している。

　図 1に「OTRS」を利用したサービスデス

クのイメージを示す。メール、電話、Web

ページの 3種類の受け付けインターフェース

があり、各リクエストは新規チケットとして

キューに蓄積される。蓄積された新規チケッ

トに対して、受け付け担当者が重要度やカテ

ゴリーなどを付与し、回答またはエスカレー

ション（対応要請）する。キューで受け付け

たリクエストに対する自動応答機能も標準で

提供している。

　回答に際して、サービスレベルを順守する

ための警告機能も備えており、サービス窓口

として利用する場合などに利用者満足度の向

上が期待できる。また、サービスの状況確認、

履歴トレース、統計・分析レポートなどの機

能によって問い合わせの傾向分析が可能とな

り、利用者のニーズや商品・サービスの課題

を可視化することができる。

　よくある問い合わせについてはFAQを生

成して公開できる。さらに、利用者へのアン

ケート機能により顧客満足度を把握すること

特　集　［OSSアプリケーションパッケージの活用］

ヘルプデスクからサービスデスクへ
─OSSのサービスデスクシステム「OTRS」─

2013年11月号 17

もできる。

　「OTRS」はiOS用の専用アプ

リケーションも提供しており、

iPhoneやiPadなどのスマートデバ

イスからも「OTRS」を利用する

ことができる。

幅広い活用分野

　「OTRS」の活用分野は下記の

ようにIT系のサービスデスクか

らIT以外の分野にまで広がっている。

（1）情報システムのサービスデスク

　社内情報システムの利用者からの問い合わ

せ窓口や、シェアードサービスデスク（関連

会社を含む情報システムの総合問い合わせ窓

口）として利用する。「Zabbix」や「Nagios」

などの監視システムから発信されるアラート

メールを受信し、障害・問題チケットとして

対応するといった利用の仕方もある。

（2）対外的なサービスデスク

　顧客からのさまざまな問い合わせを受け付

け、関連部署へのエスカレーションや情報共

有などに利用する。製品サポートデスクは、

製品に関する問い合わせや要求、修理の受付

窓口である。行政が市民からの問い合わせ窓

口として利用し、FAQによる情報提供や市

民満足度調査に利用するケースもある。

（3）販売戦略への活用

　サービスデスクに寄せられる問い合わせを

営業へエスカレーションすれば、リード（見

込み客）情報として利用することもできる。

また、傾向分析に基づく営業教育方針策定や

販売戦略立案に利用することも可能である。

OSSの利点を生かして

　このように、単なる問い合わせ窓口にとど

まらない可能性を持つ「OTRS」は前述のよ

うに「PinkVERIFY」認定を受けており、機

能面でも安心して利用できるOSSである。ま

た、ライセンス費用がかからないため商用製

品に比べて低コストでの導入が可能であるこ

とや、カスタマイズによってさまざまな機能

を追加できることから、マルチプラットフォ

ームの利便性と併せて導入の敷居が低い。

　「OTRS」によるサービスデスク業務の最

適化のためには、業務のあり方を再定義し、

「OTRS」が持つ幅広い機能をどのように適

用するかをよく検討する必要はあるが、OSS

であるために気軽に試せるという利点は大き

いと言えよう。 ■
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テクニカルエンジニア
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図１　「OTRS」を利用したサービスデスクのイメージ
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特　集　［OSSアプリケーションパッケージの活用］

OSSのアイデンティティ情報管理システム
─高度化するセキュリティ要求に対応─

　昨今、アイデンティティ情報（以下、ID情報）の漏えいや、成り済ましなどの不正利用が

相次いでいる。ID情報に関わる不正アクセスの問題や運用コストの増加は、多くの企業にと

って悩みの種となっている。本稿では、オープンソースソフトウェア（OSS）を使った低コ

ストのシングルサインオンおよびID情報管理システムを紹介する。

ますます強まる不正アクセスのリスク

　グローバル化やM&A（合併・吸収）によ

る統合、SaaS（Software as a Service）など

のクラウドサービスの利用増加などにより、

企業ユーザーが利用するシステムの数は増加

の一途をたどっている。また、PCに加えて

スマートフォンやタブレット端末など、業務

システムで利用するデバイスの多様化が進

み、デバイスを一律に管理することが難しく

なってきている。

　これらのシステムは、ユーザーを認証し利

用を認可するために、IDとパスワードをは

じめとするID情報を必要とするが、一般に、

ID情報がシステムの増加によって散在して

しまうと、ユーザーもシステム管理者もID

情報を適切に管理することが難しくなる。例

えば、複数のシステムを利用する場合に、ユ

ーザーはID情報を全て頭に入れておくこと

は現実的には不可能なため、パスワードを同

じにしたり、「2013April」のような推測され

やすいパスワードにしたりすることが少なく

ない。このようなケースでは不正アクセスの

リスクが増大する。

　実際に、昨今はいわゆるパスワードリスト

攻撃（リスト型アカウントハッキング）が急

増している。これは、パスワードの使い回し

が多いことを利用して、あるWebサイトか

ら不正に得たIDとパスワードのリストを使

って、攻撃対象のサイトに不正ログインを試

みるものである。

　パスワードリスト攻撃は主にオンラインゲ

ームなどの消費者向けサービスで被害が拡大

しているが、今後は企業システムの分野でも

同様のリスクが高まると考えられる。これま

では社内に閉じたネットワーク内でシステム

を利用するケースが多かったが、近年はイン

ターネットを経由したシステム利用の形態が

増えているためである。

　今後はBYOD（Bring Your Own Device：

個人所有端末の業務利用）がますます普及す

ることが予想され、加えてインターネット上

にあるクラウドサービスの利用が増加してい

ることもあり、ますます不正アクセスのリス

クは強まっていくであろう。

新たなID管理へのニーズ

　クラウドサービスやマルチデバイスの活用

などによってシステムの多様化が進み、冒頭

で述べた不正アクセスのリスクが高まるなか
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OSSのアイデンティティ情報管理システム
─高度化するセキュリティ要求に対応─

で、その対策としてシングルサインオンおよ

びID情報管理システム（以下、SSO/IDM）

へのニーズが高まっている。SSO/IDM製品

に求められているのは主に以下の 2つの対策

である。

（1）高度な認証機能

　1つ目は、高度な認証機能である。不正ロ

グインに対する対策として、一般的にはパス

ワードの見直しが有効である。桁数（文字

数）を多くする、辞書にあるような意味のあ

る単語は使わない、アルファベットの大文

字・小文字および数字を組み合わせるといっ

たルールにすれば、破られにくいパスワード

となる。

　しかし、このようにパスワードを強化して

も、それが流出してしまえば同じことであ

る。パスワードリスト攻撃のような不正アク

セスの試みに対しては、以下で述べる 2要素

認証やリスクベース認証といった、より高度

な認証方式が対策として有効となる。

　2要素認証は、通常のパスワード認証にワ

ンタイムパスワード（ランダムに生成された

一時的に有効なパスワード）などを加えた 2

つの認証を併用する方式である。たとえパス

ワードが漏えいしても、ワンタイムパスワー

ドを知られることがなければ不正ログインを

防ぐことが可能である。

　リスクベース認証は、ログインを試みたユ

ーザーの行動を分析して、不審な場合に認証

方式を変更する仕組みである。例えば、ユー

ザーが通常とは異なるアクセス元からログイ

ンすると、それを検知して 2要素認証に切り

替える。

　2要素認証は、セキュリティ強度を高くで

きるが、追加の操作が必要である分、ユーザ

ーの利便性を損なうというデメリットがあ

る。従って多くの場合では、普段どおりの操

作で済むリスクベース認証と、2要素認証を

組み合わせて用いることが望ましい。

（2）認証連携

　2つ目は認証連携（ID連携）である。これ

は外部のクラウドサービスを利用する場合な

どに有効で、異なるサービス間で認証情報を

交換することによって実現される。そのため

のプロトコルにSAML（Security Assertion 

Markup Language）などがある。認証連携

を利用した認証方式では、社内システム利用

時のパスワードを連携させる必要がないの

で、安全にクラウドサービスを利用すること

が可能となる。

NRIのSSO/IDMソリューション

　前述のとおり、SSO/IDMには高度で多様

な機能が求められている。商用のSSO/IDM

製品は豊富な機能によってその要求に応える

が、以下のような問題もある。

①高コスト

　一般的に、商用SSO/IDM製品はユーザー

数に応じて課金される。ユーザー数が多けれ

ば多いほど、ライセンス費用、保守サポート

野村総合研究所
情報技術本部
オープンソースソリューション推進室
主任テクニカルエンジニア
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費用が高くなる。

②カスタマイズが難しい

　商用製品は当然のことながらソースコード

は公開されておらず、自社の要件に合わせた

柔軟なカスタマイズは難しい。

　そこで野村総合研究所（NRI）では、よ

り低コストで構築でき、カスタマイズも容

易なOSSベースのSSO/IDMソリューション

「OpenStandia/SSO&IDM」を提供してい

る。OSSはライセンス費用がかからないため、

商用製品に比べて導入・保守サポート費用を

大幅に削減することが可能である。また、ソ

ースコードは全て公開されているため、きめ

細かなカスタマイズにも対応可能である。商

用製品の場合は業務を製品に合わせることが

定石だが、OSSであれば製品を業務に合わせ

るという逆のアプローチが可能であり、業務

の無用な変更で現場を混乱させるといったこ

とを避けつつ、高度な認証の要求に対応する

ことが可能になる。

　「OpenStandia/SSO&IDM」のベースにな

っているのは米国ForgeRock社のOSS製品

「Open Identity Stack」（ID管理製品群）で

ある。OSSは商用製品と比較して機能面で劣

っていることも少なくないが、SSO/IDMの

代表的なOSSである「Open Identity Stack」

は商用製品と同等の機能を持ち実績もある。

　ForgeRock社 は、Web SSOを 実 現 す る

ためのオープンソースの技術・規格である

「OpenSSO」（OpenAMの前身）の開発元

Sun Microsystems社がOracle社に買収され

た後、開発・サポートを継続するために、開

発者によって設立された企業である。

　「Open Identity Stack」はもともと商用製

品として開発・販売されていたものがOSSと

して公開されたという経緯があり、機能的に

も充実している。「OpenStandia/SSO&IDM」

は、この「Open Identity Stack」の中核と

なっているOpenAMとOpenIDMをベースに

作られている。不正アクセスのリスク対策と

して、前述した 2要素認証やリスクベース認

証、クラウドサービスとの認証連携にも、こ

れらを利用することで対応可能としている。

「OpenStandia/SSO&IDM」が予定する
新機能

　最後に、「OpenStandia/SSO&IDM」が予

定している新機能を 2つ紹介する。この機

能により、クラウドサービスも含めたSSO/

IDMがより低コストで実現可能になり、併

せてこれまでは商用製品でもうまく実現でき

なかった、日本企業に特有の組織・人事への

対応が可能になると期待している。

（1）クラウドサービスとの連携強化

　現在、「Open Identity Stack」は新たな

機能対応を予定しており、「OpenStandia/

SSO&IDM」もこれを取り込むことになって

いる（表 1参照）。

①OpenAMのOpenID Connect対応

②OpenIDMのSCIM対応

特　集
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　OpenID Connectは認証連携に関する仕様、

SCIM（System for Cross-domain Identity 

Management）はID情報の同期に関する仕

様である。双方ともクラウドサービスとの連

携を意識した仕様であり、クラウドサービス

も含めたSSO/IDMがより簡単に実現できる

ようになる。SSO/IDM製品を選択するポイ

ントして、今後はこのようなクラウドサービ

スとの連携容易性を備えているかどうかが重

要になってくるであろう。

（2）日本企業の慣習に対応

　日本企業の慣習に対応するため、以下のよ

うなID情報のライフサイクル管理機能の提

供を予定している。

① 組織改正・人事異動発令前の事前データの

登録とシミュレーション機能

　多くの日本企業では、4月と 9月に組織改

正・人事異動が行われる。そこで、事前にデ

ータを登録してシミュレーションを行い、問

題が起きないかを検証できるようにする。

②兼務の形態に対応

　日本企業では、1人の社員が複数の組織に

所属するケースが多い。そのため、通常の兼

務に加えて出向なども含めて管理できるよう

にする。

③ 人事異動の発令から着任までのタイムラグ

に対応

　人事異動の発令から実際に着任するまでに

はタイムラグがある。そこで、着任するまで

は異動元の権限を残すことを可能にする。

　多くのSSO/IDM製品では、このような日

本企業の慣習には対応せず、カスタマイズ

も難しいため、SSO/IDM製品の外側に個別

開発していることが多い。「OpenStandia/

SSO&IDM」では、ソースコードが公開され

ているOSSのメリットを生かして、このよう

な機能拡張も低コストで提供することが可能

である。 ■

表１　「Open Identity Stack」が対応を予定しているOpenAMおよびOpenIDMの重要な新機能

概要項目分類

OpenAM

OpenIDM

OpenID Connect対応

SCIM対応

OpenID Connectは認証連携の標準プロトコルである。現バージョン
のOpenAMでは、SAMLやWS-Federationで認証連携を行う必要があ
るが、次期OpenAMではOpenID Connectを使用した連携が可能とな
る。SAMLやWS-Federationは大手SaaSプロバイダーでは採用され
ているが、仕様が複雑であることから多くのサービスでは利用され
ていない。OpenID Connectは、コンシューマー系で普及している認
可プロトコルであるOAuth 2.0をベースとした軽量なプロトコロルで
あり、今後の標準技術として普及が期待されている。

SCIM（System for Cross-domain Identity Management）は、IDプロ
ビジョニングAPIの標準仕様である。同様の仕様としてSPML（Service 
Provisioning Markup Language）があるが、現在普及は進んでいない。
SCIMはSPMLとは異なり、クラウドサービスにフォーカスしたより
シンプルな仕様を目指しており、OpenID Connectと同様に普及が期
待されている。
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視点

OSSを適切に保守し続けるために
─有償サポートサービスの必要性とNRIの取り組み─

　オープンソースソフトウェア（OSS）は商用製品と異なって、問題が起きた場合は自己責

任になるというリスクがある。しかし、自社でOSSの問題発生時に対処できる要員を確保す

ることは実際には困難である。本稿では、安心してOSSを活用できるようにするための、野

村総合研究所（NRI）が提供する有償OSSサポートサービスを紹介する。

OSSサポートサービスの必要性

　ソフトウェアを使用して何か問題が起こっ

た場合、商用製品であればベンダーに問題解

決を任せることが可能だが、OSSでは自己責

任で（自社で）対応しなければならないこと

が多い。

　問題を解決するためには、そのOSSのドキ

ュメント（多くの場合は英語）やソースコー

ドを調査しなくてはならない。それには高度

な技術力を持ったエンジニアが必要となる

が、要員の確保や育成、コストの面などから、

自社でそのようなエンジニアを抱えているこ

とはまれである。従って、何か問題が起きた

場合に対処できないというリスクを、OSSを

利用する多くの企業が抱えている。

　この問題を解消するために有効なのは、

OSS有償サポートを導入することである。

OSSにはそれぞれ有償サポートサービスを提

供している会社がある。そのサービスを受け

ることにより、バグを解消したパッチ（修正

プログラム）の適用など、OSSで発生する問

題に対処することができる。

　有償とはいえ、OSSサポートは商用製品の

ライセンス料金に比べればそれほどコストは

高くなく、サポート品質も商用製品サポート

に引けを取らない。OSSを利用するのであれ

ば有償サポートに入っておくべきであろう。

（図 1参照）

NRIのOSSサポートサービス

　NRIが提供する「OpenStandiaオープンソ

ース年間サポート」も、OSS有償サポートサ

ービスの 1つである。「OpenStandiaオープ

ンソース年間サポート」の特徴は、システム

全体を一括したワンストップのサポートが可

能なことである。

　OSSサポートをうたう企業は多いが、サポ

ート可能なOSSが限られ、システムの一部し

か対応できないような内容であるケースも散

見される。「OpenStandiaオープンソース年

間サポート」は業界では最も多い約50種類の

OSSをカバーしているため、個々のOSSでは

なくシステム全体を見据えたワンストップな

サポートが可能である。

　ワンストップサポートの利便性、安心感は

大きい。OSSのシステムで問題が発生したと

きには、障害の切り分けから問題解決までの

サポートを受けられる。特に、停止すること

が許されない重要システムを抱えている場合

特　集　［OSSアプリケーションパッケージの活用］
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の安心感は大きいであ

ろう。

OSSサポートの実績

　現在、「OpenStandia

オープンソース年間サ

ポート」の契約数は延

べ千件（導入支援案件

も含む）を超えてい

る。このうち多くを占

めているのは以下の

OSSである。

①OS（基本ソフト）

　 「RedHat Enterprise Linux」

②ミドルウェア

　「Apache httpd」（Webサーバー）

　 「Tomcat」「JBoss」（アプリケーションサ

ーバー）

　「MySQL」「PostgreSQL」（データベース）

　「Apache httpd」は、世界で約50%という

圧倒的なシェアを持つWebサーバーである。

また、「JBoss」はNRIのWebアプリケーシ

ョンフレームワーク「ObjectWorks」の動

作プラットフォームになっている。「RedHat 

Enterprise Linux」「Apache httpd」「JBoss」

「ObjectWorks」という組み合わせでのサポ

ートも多く、金融・保険関連の重要システム

だけでも数十件の実績がある。

　最近はOSSの中でも業務アプリケーション

領域でのサポートが増えてきている。特に

「OpenAM」（シングルサインオン）「Liferay」

（Webシステム構築）「Jaspersoft」（ビジネ

スインテリジェンス）などでのサポート導入

が多い。

OSSサポートのさらなる拡大を予定

　NRIでは、本特集の各論文で紹介してきた

「iDempiere」「Alfresco」「OTRS」「OpenIDM」

のサポートを重点的に拡大していく計画であ

る。ミドルウェアでは、次世代のスタンダ

ードとして有望視されている「MongoDB」

「nginx」といったOSSについて、業界の動向

を見据えつつ拡充していく。

　サポートの提供方法についても「24時間

365日サポート」や「長期15年サポート」と

いったニーズに合わせた提供方法を拡充して

いく計画である。 ■

野村総合研究所
情報技術本部
オープンソースソリューション推進室
副主任テクニカルエンジニア
渡部徹太郎（わたなべてつたろう）
専門はOSSを中心とする基盤技術全般

図１　OSS有償サポート活用時のコスト構造イメージ
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トピックス

“これから”の価値を創る
─企業の枠を超える「NRI未来ガレージ」─

　事業環境が激しく変化する時代に企業が競争力を持ち続けるためには、既存事業だけでな

く革新的な新規事業にも取り組む必要がある。本稿では、企業のニーズやノウハウと野村総

合研究所（NRI）のコンサルティングやシステム開発技術を組み合わせることでイノベーシ

ョンを支援する「NRI未来ガレージ」の取り組みを紹介する。

イノベーションが求められる時代

　事業環境の激しい変化や企業のサービスを

利用するユーザーニーズの多様化などを背景

に、イノベーションを掲げて新規事業に取り

組む企業が増えている。

　ところが、イノベーション専任の部署を設

立して活動を始めたものの、すぐに壁にぶつ

かるといったケースが目立つ。新規事業への

取り組み方が分からない、既存事業の枠を超

えるアイデアが出ない、効果がすぐに分から

ないため過去の成功体験にこだわってしまう

など、理由はさまざまだが多くの企業がイノ

ベーションに悩みを抱えている。

企業の枠を超える「NRI未来ガレージ」

　多くの企業は、自社のサービスを利用する

ユーザーの声や業務のノウハウなど、新しい

ビジネスへの “気付き” を豊富に持ってい

る。しかし、事業環境の激しい変化や技術進

歩の速さを前にして、サービスの企画やアイ

デア実現のための技術選定を自社だけで行う

ことは難しいのが現状だ。企業が単独で革新

的な新規事業へ取り組むことはますます困難

になっているのである。

　このような状況を受けてNRIが始めたのが

「NRI未来ガレージ」である。企業が持つ新

しいビジネスへの “気付き” と、NRIが持つ

社会・技術動向の調査結果やシステム開発の

ノウハウを柔軟に組み合わせる取り組みであ

り、企業が単独では思い付かないアイデアを

生み出し、改善を繰り返しながら短期間で新

規サービスの実現につなげる。スピード感を

持ったイノベーションが求められるなか、企

業の枠を超える仕組みが必要とされているの

だ（図 1参照）。

ユーザー視点で創る新規サービス

　「NRI未来ガレージ」では、ユーザーが本

当に求めるサービスを実現するため、3つの

フェーズに分けて取り組みを進めていく。

①発想フェーズ

　かなえたい夢や思いに基づいてサービス案

を検討する。ワークショップなど普段の業務

とは異なる雰囲気の中で参加者が自由に意

見を出し合う。プロジェクトに対する思いを

出し切るとともに、ユーザーに提供する価値

や提供方法といった、サービスの概要を決め

る。その際、ユーザーの名前・年齢・職業・

家族構成・性格なども設定する。参加者がユ
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ーザーに共感し、より

ユーザー視点でサービ

スを検討できるように

するためだ。

②共創フェーズ

　参画企業とNRIでサ

ービスを具体化して

いく。サービスの実

現性や事業性を探るた

め、ビジネス上の関係

者や収益構造、コスト

構造、ユーザーに提供するためのチャネルな

どを検討する。ビッグデータやスマートフォ

ン・タブレット端末など、人とシステムが接

する分野の最新事例や今後の動向を把握し、

より精緻にサービスの実現性を検討する。

③試作・検証フェーズ

　サービスの導入効果を測定する。プロトタ

イプを用いた実証実験などを通じて、ユーザ

ーに提供できる価値を評価するとともに、サ

ービス内容の詳細やより良い活用方法を模索

する。

「NRI未来ガレージ」の実例

　「NRI未来ガレージ」の実例として、大手

家電量販店と共同で行ったクーポンサービス

の実証実験を紹介しよう。ユーザーが持つス

マートフォンの位置情報を利用し、インター

ネットショッピングサイトの会員が店舗の近

くにいる際に、購入履歴や天候などに応じて

最適なクーポンを配信するサービスである。

ユーザーの反応や効果の分析、アプリケーシ

ョン開発、そしてサービスの提供を同時に進

めながら改善を繰り返すことで、より付加価

値の高いサービスをスピード感を持って検討

した。新たなクーポン配信サービスの検証と

ともにO2O（Online to Offline）の可能性も

探った取り組みである。

求められる“オープンイノベーション”

　新規事業の検討は、これまでは企業の中で

の検討が主流だった。しかし、既存事業の延

長では難しく、また、企画や検討にかけられ

る時間はますます短くなっている。日々の業

務やその改善に取り組みながら、これまでと

は別の視点、仕組みで検討する必要がある。

そのためには、自前主義にとらわれない、企

業の枠を超えた “オープンイノベーション”

の姿勢が必要になるのである。 ■

野村総合研究所
情報技術本部
先端ITイノベーション部
上級テクニカルエンジニア
幸田敏宏（こうだとしひろ）
専門は大規模情報システム基盤の
設計・構築など

単独企業では思い付かない発想を
生み出し、実現へとつなげていく

図１　企業の枠を超えて新たなサービスを創る

NRI未来ガレージ

プロセス

サービス
創出

人材空間
システム開発技術

アイデア

調査研究成果

ノウハウ

NRI参画企業

コンサルティングニーズ

外部有識者
ネットワーク
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Senju Family senjufamily.nri.co.jp
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どのソリューションを提供
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管理サービスを提供
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報処理システム「エイジレス80」を提供
味の素グループに情報システムの企画・開発・運用サ
ービスを提供
日本の経済社会の健全な発展および国民生活の向上のた
めに重要な経営幹部の育成を支援する各種講座を開催
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NRIサイバーパテント www.patent.ne.jp

NRIデータiテック www.n-itech.com

NRI社会情報システム www.nri-social.co.jp

NRIシステムテクノ www.nri-st.co.jp

野村マネジメント・スクール www.nsam.or.jp
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野村総合研究所（香港）有限公司 www.nrihk.com
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